
○江田島市旅客船設置及び管理条例

平成２６年１０月３０日

条例第４１号

改正 平成２７年３月２日条例第７号

令和元年６月２５日条例第１３号

令和元年６月２５日条例第２３号

（目的及び設置）

第１条 市民の海上交通を確保することにより，市民福祉及び地域

振興に寄与するため，江田島市旅客船（以下「旅客船」という。）

を設置する。

（航路の運航区間及び旅客船の名称等）

第２条 本市に，次のとおり旅客船を設置する。

２ 旅客船の名称，運航回数その他必要な事項は，規則で定める。

（事業）

第３条 旅客船は，第１条の目的を達成するため，次の各号に掲げ

る事業に供する。

(１ ) 海 上 運 送 法（ 昭和 ２ ４年 法律 第 １８７号）第３条第１項の

規定により許可を受けた一般旅客定期航路事業

(２ ) 海 上 運 送 法第 ２０ 条 第２ 項の 規 定により届出をした不定期

航路事業

(３ ) 前 ２ 号 に 掲げ るも の のほ か， 市 長が必要と認める事業

（指定管理者による管理）

第４条 旅客船の管理は，第１条に規定する目的を効果的に達成す

るために，江田島市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関す

る条例（平成１８年江田島市条例第５号）の定めるところにより，

市長が指定した法人その他の団体（以下「指定管理者」という。）

区分 航路名 運航区間

江田島市旅客船 中町宇品航路 長瀬海浜～中町～高田～宇品間



に行わせるものとする。ただし，市長が特に必要と認める場合は，

この限りでない。

（指定管理者が行う業務）

第５条 指定管理者が行う業務は，次のとおりとする。

(１ ) 第 ３ 条 各 号に 掲げ る 事業 に関 す る業務

(２ ) 旅 客 船 の 維持 及び 管 理に 関す る 業務

(３ ) 旅 客 船 の 利用 の許 可 に関 する 業 務

(４ ) 旅 客 船 の 利用 料金 の 徴収 に関 す る業務

(５ ) 前 各 号 に 掲げ るも の のほ か， 旅 客船の管理及び運営に関す

る業務のうち，市長が必要と認める業務

（指定管理者が行う管理の基準）

第６条 指定管理者は，法令，この条例，この条例に基づく規則そ

の他市長が定めるところに従い，旅客船の管理を行わなければな

らない。

（運航の中止）

第７条 指定管理者は，荒天，旅客船の故障又は定期の検査等によ

り，旅客船の運航を中止した場合は，市長へ速やかに報告しなけ

ればならない。

（乗船）

第８条 旅客船を利用する者（以下「利用者」という。）は，この

条例の定めるところにより乗船券を購入しなければならない。

２ 指定管理者は，旅客船の管理又は運営上必要があると認めると

きは，利用者に条件を付すことができる。

（利用の制限）

第９条 指定管理者は，旅客船の利用目的，利用方法等が次の各号

のいずれかに該当する場合は，旅客船の利用を制限することがで

きる。



(１ ) 公 益 を 害 する おそ れ があ ると 認 めら れるとき，その他市民

福祉及び地域振興に寄与する目的に照らし適当でないと認めら

れるとき。

(２ ) 旅 客 船 若 しく は附 属 施設 を滅 失 し，又は損傷するおそれが

あると認められるとき。

(３ ) 集 団 的 に 又は 常習 的 に暴 力的 不 法行為を行うおそれがある

組織の利益になると認められるとき。

(４ ) 他 人 に 危 害又 は迷 惑 を及 ぼす お それがあると認められると

き。

(５ ) 前 各 号 に 掲げ るも の のほ か， 旅 客船の管理又は運営上支障

があると認められるとき。

（利用の取消し等）

第１０条 指定管理者は，利用者が次の各号のいずれかに該当する

ときは，その利用の許可を取り消し，若しくは第８条第２項の規

定による利用の条件を変更し，又は下船を命ずることができる。

(１ ) こ の 条 例 又は この 条 例に 基づ く 規則に違反したとき。

(２ ) 第 ７ 条 の 規定 によ り 運航 を中 止 したとき。

(３ ) 第 ８ 条 第 ２項 の規 定 によ る利 用 の条件に違反したとき。

(４ ) 前 条 各 号 のい ずれ か に該 当す る に至ったとき。

(５ ) 偽 り そ の 他不 正の 手 段に より 利 用の許可を受けたとき。

(６ ) 前 各 号 に 掲げ るも の のほ か， 旅 客船の管理又は運営上支障

があるとき。

２ 前項の規定により利用の許可を取り消し，若しくは利用の条件

を変更し，又は下船を命じたことによって利用者に損失が生じる

ことがあっても，市又は指定管理者は，これに対して補償する義

務を負わない。

（利用料金）

第１１条 利用者は，この条例の定めるところにより，指定管理者

に利用料金を支払わなければならない。



２ 前項の規定にかかわらず，保護者の同伴する１歳以上６歳未満

の小児については，１人に限り無料とし，当該１歳未満の小児に

ついては，無料とする。

３ 大人利用料金と小児利用料金の区分は，次に掲げる年齢別の区

分によることとし，小児利用料金は，大人利用料金の半額とする。

(１ ) 大 人 １ ２歳 以上 （ 中学 生以 上 ）の 者

(２ ) 小 児 １ ２歳 未満 （ 小学 生以 下 ）の 者

４ 利用料金の額は，別表第１から別表第５までに定める金額の範

囲内で，指定管理者があらかじめ市長の承認を得て定めなければ

ならない。ただし，貸切船の利用料金は，深夜，早朝，距離，回

送，積載内容等を勘案して指定管理者が別に定めるものとする。

５ 利用料金は，指定管理者にその収入として収受させる。

６ 第３項又は第４項で算出した金額に１０円未満の端数が生じた

ときは，これを切り捨てるものとする。

（利用料金の減免）

第１２条 指定管理者は，別表第６に定める利用料金減額基準に基

づき旅客船の利用料金を減額しなければならない。

２ 指定管理者は，市長が必要と認める場合には，旅客船の利用料

金を減免することができる。

（利用料金の還付）

第１３条 既に納入した利用料金は，還付しない。ただし，利用者

の責めに帰さない理由により旅客船を利用できないときは，利用

料金の全部又は一部を還付することができる。

（利用者の遵守事項）

第１４条 利用者は，指定管理者が運送の安全と船内の秩序維持の

ために行う指示に従わなければならない。

２ 利用者は，指定管理者から乗船券の提示又は交付を求められた

ときは，これを拒むことができない。

（損害賠償の義務）



第１５条 利用者は，旅客船若しくは附属施設を滅失し，又は損傷

した場合は，不可抗力によるときを除き，その損害を賠償しなけ

ればならない。

（委任）

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は，規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，公布の日から起算して１年６か月を超えない範囲

内において規則で定める日から施行する。

（平成２７年規則第１２号で平成２７年１０月１日から施

行）

（準備行為）

２ この条例を施行するために必要な準備行為は，この条例の施行

の日前においても行うことができる。

３ この条例の施行の日の前日までに，江田島市旅客定期航路事業

運送条例の規定に基づいてなされた処分，手続その他の行為は，

この条例の相当規定に基づいてなされた処分，手続その他の行為

とみなす。

附 則（平成２７年３月２日条例第７号）抄

（施行期日）

第１条 この条例は，江田島市旅客船設置及び管理条例（平成２６

年江田島市条例第４１号）の施行の日から施行する。

附 則（令和元年６月２５日条例第１３号）

（施行期日）

１ この条例は，令和元年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の江田島市立学校施設使用条例，江田島

市公民館設置及び管理条例，大柿自然環境体験学習交流館設置及

び管理条例，江田島市体育施設設置及び管理条例，江田島市スポ



ーツセンター設置及び管理条例，江田島市江田島コミュニティセ

ンター設置及び管理条例，江田島市江南ふれあいセンター設置及

び管理条例，江田島市沖美ふれあいセンター設置及び管理条例，

江田島市集会所設置及び管理条例，江田島市コミュニティホーム

設置及び管理条例，江田島市児童公園設置及び管理条例，江田島

市児童館設置及び管理条例，江田島市老人集会所等設置及び管理

条例，江田島市老人福祉センター設置及び管理条例，江田島市隣

保館設置及び管理条例，江田島市廃棄物の処理及び清掃に関する

条例，江田島市立墓地設置及び管理条例，江田島市山村振興等農

林漁業施設設置及び管理条例，江田島市水産交流施設設置及び管

理条例，江田島市農業振興関係施設設置及び管理条例，江田島市

やすらぎ交流農園設置及び管理条例，江田島市地域産物展示販売

施設設置及び管理条例，江田島市立公園設置及び管理条例，江田

島市森林公園設置及び管理条例，江田島市漁業者研修施設設置及

び管理条例，江田島市子育て世代包括支援センター設置及び管理

条例，江田島市沖美町畑地かんがい施設設置及び管理条例，江田

島市旅客船設置及び管理条例及び江田島市市民センター等設置及

び管理条例の規定は，この条例の施行の日以後の利用に係る使用

料等（使用料金，利用料金及び手数料を含む。以下同じ）につい

て適用し，同日前の利用に係る使用料等については，なお従前の

例による。

附 則（令和元年６月２５日条例第２３号）抄

（施行期日）

１ この条例は，令和元年７月１日から施行する。

別表第１（第１１条関係）

利用料金表（中町宇品航路）

区間 長瀬海浜

２等 ６０円 中町



別表第２（第１１条関係）

回数券料金表（中町・高田～宇品間）

別表第３（第１１条関係）

定期利用料金表（中町宇品航路）

別表第４（第１１条関係）

手荷物利用料金表（中町宇品航路）

別表第５（第１１条関係）

小荷物利用料金表（中町宇品航路）

急行料金 ３０円

計 ９０円

２等

急行料金

１６０円

３０円

１００円

３０円

高田

計 １９０円 １３０円

２等

急行料金

６５０円

３３０円

６５０円

３３０円

６５０円

３３０円

宇品

計 ９８０円 ９８０円 ９８０円

回数券 ４，９００円（９８０円券×６枚 綴）
つづり

種類 １か月 ３か月 ６か月

通勤 ２９，３２０円 ８７，９６０円 １７５，９２０円

通学 １７，４５０円 ５２，３５０円 １０４，７００円

区間

種類

２０ km未 満

受託 手 荷物 １ ０ ０円

区 間

種類

２０ km未 満



別表第６（第１２条関係）

利用料金減額基準

１０ kg以 下 ８ ０円

１０ kgを 超 え２ ０ kg以 下 １ ６ ０円

２０ kgを 超 え３ ０ kg以 下 ２ ５ ０円

対 象者 の 区分 減額 率

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）の規定

により身体障害者手帳の交付を受けている者及び第１

種身体障害者の介護者

５０％

昭和４８年９月２７日付け厚生省発児第１５６号厚生

事務次官通知に基づく療育手帳の交付を受けている者

及び第１種知的障害者の介護者

５０％

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）の規定により，精神障害者保健福祉手

帳の交付を受けている者，１級精神障害者保健福祉手帳

の交付を受けている者の介護者及び１２歳未満の精神

障害者保健福祉手帳の交付を受けている者の介護者

５０％

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条，第１２

４条及び第１３４条に規定する学校，児童福祉法（昭和

２２年法律第１６４号）第３９条に規定する保育所等の

活動を引率する者

３０％

旅行目的及び行程を同じくする１５人以上の団体旅客 １０％


